税・料金等の立替払いに関する加盟店基本契約書（案）

玉城町（以下「甲」という。）と●●●●（以下「乙」という。）は、第１条第２項に定める税・料金等（以下「税・料金等」という。）につき、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項に定める指定代理納付者による第三者納付としての立替払い（以下「立替払い」という。）に関して、裏面の条項により加盟店基本契約を締結する。
甲と乙とは、この契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙双方記名押印 の上、各自１通を保有するものとする。 

令和４年　●月　●日 

甲　三重県度会郡玉城町田丸１１４番地２   
玉城町   
町長 辻󠄀 村 修 一 

    乙 ●●●● 

　（総則）

第１条　乙は、この契約書及び乙等（第８条各号に掲げるクレジットカードを発行する会社又は組織をいう。以下同じ。）の定める会員規約等に規定する条項に基づき、会員（乙等が定める会員規約を承認の上、乙等が運営するクレジットカード取引システムに入会を申し込み、乙等がその入会を承認した個人又は法人をいう。以下同じ。）が甲に対し税・料金等の立替払いの方法による納付を申し込み、甲がこれを承認した場合において、甲に対し税・料金等の立替払いを行い、甲は、乙に対しその加盟店手数料を支払うものとする。
２　この契約において対象とする税・料金等の範囲は以下とする。
　(1)　個人住民税（普通徴収）
　(2)　固定資産税
　(3)　軽自動車税
　(4)　国民健康保険料
  (5)　後期高齢者医療保険料  
　(6)　介護保険料
　(7)　保育料  
　(8)　保育給食費
  (9)　水道料金
  (10)　町営住宅使用料
　(11)　住宅新築資金等償還金
　(12)　玉城病院利用料金

　(13)　ケアハイツ玉城利用料金
３　この契約が準拠する法令は、すべて日本国が制定する法令とし、甲及び乙は、この契約書その他甲乙間において取り交わす取決め（以下「契約書等」という。）に従い、誠実にこの契約を履行しなければならない。
４　甲及び乙は、契約書等に特別の定めがある場合を除き、この契約により生ずる義務を履行するために必要な一切の手段を、各々の責任において定めるものとする。
５　契約書等に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行うものとする。
６　前項の規定にかかわらず、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、法令に違反しない限りにおいて、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法を用いて行うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければならない。
７　この契約に係る訴訟については、甲の事務所又は乙の本社の所在地を管轄 する日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。
　（定 義）
第２条　契約書等における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 
　(1)　クレジットカード　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１５７条の２第２項に定める証票で、乙等が特別に定める意匠、規格に基づき作成・発行し、会員にその証として貸与するものをいう。 

　(2)　カード番号　令第１５７条の２第２項に定める番号のうち、当該証票を特定するに足る最大１６桁の番号をいう。
　(3)　カード有効期限　令第１５７条の２第２項に定める番号のうち、当該証票の有効期限を表示する４桁の番号をいう。
  (4)　データ処理業務委託業者　甲が締結する玉城町税・料金等のクレジットカード扱いに係るデータ処理業務委託契約の相手方となる業者をいう。
　（権利義務の譲渡等）
第３条　甲及び乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、 承継させ又は担保の目的に供することができない。ただし、相手方の承諾を得た場合は、この限りではない。
２　甲及び乙は、この契約上の地位を第三者に譲渡することができない。ただ し、合併、営業譲渡その他に伴って行われる譲渡の場合で、相手方の承諾を得たときは、この限りではない。
　（一括委任又は一括再委託の禁止）
第４条　甲及び乙は、この契約に基づいて行う業務の一部を、必要に応じて第 三者に委任し、又は委託できるものとする。
２　甲及び乙は、第１項に基づいて業務の一部を第三者に委任し、又は委託し た場合は、この契約に定める内容を、当該第三者に遵守させなければならない。
３　甲及び乙は、第１項に基づいて業務の一部を第三者に委任し、又は委託し た場合であっても、この契約に定めるすべての義務及び責任を免れないものとする。
　（契約内容の変更） 
第５条　甲又は乙は、この契約の内容について変更する必要が生じたときは、 事前に相手方と協議の上、変更内容を定めるものとする。
　（事情変更による契約内容の変更）
第６条　契約締結後において、天災事変その他の不測の事件に基づく日本国内 での経済情勢の激変により、契約内容が著しく不適当と認められるに至ったときは、その実情に応じ、甲又は乙は、相手方と協議の上、契約金額、履行期間その他の契約内容を変更することができる。
　（一般的損害等） 
第７条　甲又は乙は、この契約により生ずる義務の履行にあたり、自己の故意 又は過失その他自己の責に帰すべき事由により、相手方又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。
２　甲は、会員から甲の事業等に関し、又は税・料金等の内容に関し苦情、相談を受けた場合、若しくは甲と会員との間において紛議が生じた場合（紛議の内容が、もっぱら乙等の行為に関するものである場合を除く。）は、甲の責任をもって対処し、解決に当たるものとする。
３　前項に定める紛議が生じ、会員が税・料金等の支払いを拒んだ場合の立替 払金の支払いは以下のとおりとする。
　(1)　当該立替払金が支払い前の場合には、乙は当該立替払金の支払いを保留又は拒絶することができるものとする。
　(2)　当該立替払金が支払い済みの場合には、甲は乙に対し当該立替払金を直ちに返還するものとする。
　(3)　当該抗弁事由が解消した場合には、乙は当該立替払金を支払うものとする。なお、この場合には、乙は遅延損害金を負担しないものとする。
　（甲が取り扱うクレジットカード）
第８条　この契約に基づいて甲が取り扱うクレジットカードは、次の各号に掲 げるものとする。
　(1)　乙が発行するクレジットカード
　(2)　乙が日本国内・国外で現在及び将来提携する会社又は組織が発行するクレジットカード（甲が別途加盟店契約を締結する会社又は組織が発行するものを除く。）
　（申込みの受付） 
第９条　甲は、会員が甲に対し税・料金等の立替払いの方法による納付の申込 みを行う際には、甲が定める約款等に次の各号に定める内容を記載し、会員の承諾を得るものとする。
　(1)　甲に対して申し出たクレジットカード（以下「登録カード」という。） の発行者が定める会員規約に従って、登録カードの発行者に対し支払いを行うこと。
　(2)　甲に対して税・料金等の立替払いの方法による納付を解約又は変更する旨の申出を行わない限り、継続して登録カードに基づいた当該方法による納付を行うこと。
　(3)　登録カードのカード番号又はカード有効期限に変更があった場合は、速やかに甲に当該変更内容を通知すること。
　(4)　クレジットカードが更新され、又は再発行された場合であっても、甲と登録カードの発行者との間の情報の授受により、更新後又は再発行後のクレジットカードを登録カードとし、登録カードに基づいた税・料金等の立替払いの方法による納付を継続できる場合があること。
　(5)　登録カードの発行者により、甲に対して当該登録カードでは税・料金等の立替払いを行えない旨通知されることがあっても、異議を申し述べないこと。 
２　甲は、会員から税・料金等の立替払いの方法による納付の申込みを受け付ける場合は、当該会員に次の事項を記載した申込書を提出させるものとする。ただし、クレジットカードの暗証番号については記載させないものとする。 

　(1)　会員の氏名
　(2)　カード番号
　(3)　カード有効期限
　(4)　その他甲又は乙が必要と認める事項
３　甲は、前項の申込みを受け付けたときは、前項各号の記載事項のうち甲又 は乙が必要と認めるものを、データ処理業務委託業者に記録、保管させるものとする。
４　甲が取り扱う支払区分は、１回払いのみとする。
５　甲は、現金の立て替えなどを立替払いの対象額に含めてはならないものと する。また、通常単一の請求データとして処理されるべきものを日付の変更、 金額の分割などにより複数個のものとして取り扱ってはならないものとする。

６　甲は、申込みを行った者（以下「申込者」という。）が会員本人以外であると疑われる場合は、当該申込みの受付を保留するとともに、直ちにその事実を乙に通知するものとする。
７　乙が会員に対して頒布する申込書を作成する場合等の取扱いについては、 甲が別に定めるものとする。
　（申込み時の有効性確認と諾否の通知）
第１０条　甲は、前条第２項の申込みを受け付けたときは、乙所定の方法に従い、データ処理業務委託業者を介して乙に対し、申込者のクレジットカードの真偽ならびに有効性等を確認し、承認番号を取得するものとする。
２　甲は、前項の有効性確認を行って乙の承認を得ない限り、第１３条第１項に規定する請求データを乙に送付してはならない。
３　第１項に定める乙の承認は、当該クレジットカードの有効性のみを保証す るものであり、当該申込者が会員本人であることを保証するものではないことを、甲は了解するものとする。
　（差別的取扱い等の禁止）　

第１１条　甲は、会員に対し税・料金等の立替払いの方法による納付の申込みを拒絶し、他の方法により税・料金等を支払う者と異なる税・料金を請求する等会員に不利となる差別的取扱い又はクレジットカードの円滑な使用を妨げる取扱いを行ってはならない。
　（月次定例の有効性確認等）
第１２条　甲は、第９条第３項により記録、保管する情報に係る会員のクレジットカードの有効性を確認するため、洗替えデータを月１回甲乙協議の上別に定める日に、データ処理業務委託業者をして送付させるものとする。
２　乙は、甲が送付した洗替えデータの照合を行い、洗替え結果データを甲乙 協議の上別に定める期限までに、甲に通知するものとする。
３　甲は、前項の照合の結果により特定のクレジットカードを無効にする旨の 通知を受けた場合にあっては、通知を受けた日が属する月の末日までに乙に送付する請求データに係る税・料金等に限り、乙に対し当該クレジットカードに基づく立替払いを請求することができる。
４　第１項及び第２項に定める洗替えデータ及び洗替え結果データの内容、デ ータフォーマット及び授受方法等は、甲乙協議の上別に定めるものとする。
５　乙は、会員の利用状況等に基づいて特定のクレジットカードを無効にする旨の通知を、甲に対し随時に行うことができる。
　（請求データ）
第１３条　甲は、会員が申し込んだ立替払いの方法による納付に係る税・料金等を調定したときは、データ処理業務委託業者を介して、当該税・料金等の請求データを乙に送付するものとする。
２　甲は、前項に定める請求データの送付に先立ち、請求金額が乙が指定する非通知請求限度額（フロアリミット）を超えている場合は、立替払いを受けられるか否かについて、データ処理業務委託業者を介して、乙に確認し、承認番号を取得しなければならない。
３　甲は、前項の確認により、乙から立替払いできない旨の通知を受けた場合 は、それに係る請求データを乙に送付してはならない。
４　甲は、第１２条に定める方法その他の方法により乙から特定のクレジットカードを無効にする旨の通知を受けた場合は、その通知によって無効とされた クレジットカードに係る請求データを乙に送付してはならない。
５　第１項の請求データが、乙のコンピュータによって事故なく読み込まれた 時をもって、甲乙間の立替払い契約の効力が発生し、同時に会員に対する乙の求償権が発生するものとする。
６　第１項に定める請求データの内容、データフォーマット及び授受方法その 他請求データに関連する事項は、甲乙協議の上別に定めるものとする。
７　甲は、請求データの金額訂正を行わず、更正処理等により調定金額を変更 した場合であっても、取消データ又は取消伝票を作成・送付しないものとする。この場合において、会員に対する還付は、甲の責任において行うものとする。
　（立替払い）
第１４条　乙は、前条に規定する請求データに基づいて、会員が申し込んだ立替払いの方法による納付に係る税・料金等を、甲が指定する金融機関口座に以下の期日に振り込むことにより立替払いを行うものとする。
　(1)　月の初日から１５日までの間に乙に到着した請求データに基づく立替払金については、当該月の末日。ただし、当日が金融機関休業日の場合は、その前営業日
　(2)　月の１６日から末日までの間に乙に到着した請求データに基づく立替払金については、当該月の翌月１５日。ただし、当日が金融機関休業日の場合は、その翌営業日
２　乙は、甲から送付された請求データに係る税・料金等については、その全額を立替払いしなければならない。乙以外の乙等が、第２６条第２項第３号から第５号までのいずれかに該当した場合であっても同様とする。
３　乙は、前２項に規定する義務の履行に正当な理由なく遅滞があったときは、 遅延した日数に応じ、立替払いすべき金額に年５パーセントの割合（年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日の割合とする。）を乗じて計算した金額（１００円未満の端数があるとき、又は１００円未満であるときは、その端数額又はその全額を切り捨てる。）を遅延損害金として支払わなければならない。ただし、甲がこれを免除した場合は、この限りではない。
４　乙は、立替払いを行った税・料金等について、次の各号のいずれかに該当する事実が生じた場合は、立替払債権が発生しなかったものとみなすことができるものとする。
　(1)　請求データが所定のデータフォーマット又は送付方法に従ったものでないとき 
　(2)　請求データの内容が不実不備であるとき
　(3)　第１０条第１項及び第１３条第２項の規定に反して乙の承認を得ずに請求データを送付したとき 
　(4)　第１２条第１項に規定する有効性確認が行われていない会員に係る請求データが送付されたとき
　(5)　最終の月次定例の有効性確認から６１日以上経過して請求データが送付されたとき
　(6)　会員から自己の利用によるものではない旨の申出が乙等にあったとき 
　(7)　第７第２項に規定する紛議が、紛議の対象となった税・料金等に対応する請求データの締切日より６０日を経過しても解消しないとき
　(8)　甲がこの契約に定める条項に違反したとき
５　甲は、立替払いを受けた税・料金等について、乙から前項各号のいずれかに該当する事実がある旨の通知を受けた場合は、当該立替払金を直ちに返還するものとする。
６　乙は、立替払いを行った税・料金等について、第４項各号のいずれかに該当する疑いがあると認めた場合は、直ちに調査を開始するものとし、調査開始より３０日を経過してもその疑いが解消しない場合には、立替払債権は発生しなかったものとみなすことができるものとする。
７　甲は、前項の調査に協力するものとし、乙が当該立替払債権は発生しなか ったものとみなした場合には、当該立替払金を直ちに返還するものとする。この場合においては、甲は、第３項の規定に相当する遅延損害金を支払わなければならない。
　（立替払いに要する費用）
第１５条　甲が乙に支払う加盟店手数料及びこれに係る振込手数料並びにデータ処理業務委託業者の行う事務に要する費用その他甲において行う事務に要する費用を除き、立替払いに係る振込手数料その他乙において行う事務に要する費用は、すべて乙の負担とする。 

　（加盟店手数料）
第１６条　甲は、税・料金等の立替払いの手数料として、乙に対し、乙が立替払いした税・料金等の総額に対し、所定の料率を乗じた額を支払う。
２　前項に規定する手数料は、契約期間中一月ごとに支払うものとし、その料 率は、乙が甲の承諾を得たうえで定めるものとする。
３　契約期間中一月ごとに支払う加盟店手数料に１円未満の端数が生じたとき は、これを切り捨てるものとする。
４　加盟店手数料の計算にあたり、一月ごとの税・料金等の総額は、当該月に乙が立替払いした額により定めるものとする。
　（加盟店手数料の請求及び支払）
第１７条　乙は、前月分の加盟店手数料を、当月の２０日までに明細書を添付の上甲に対して請求し、甲はこれに基づいて支払うものとする。
２　加盟店手数料の請求方法は、甲乙協議の上別に定めるものとする。
３　甲は、前２項の規定による請求を受けたときは、当該月の末日までに加盟 店手数料を支払わなければならない。
４　甲は、前項の期間内に加盟店手数料を支払わないときは、乙に対し、遅延日数に応じ、支払うべき金額に年３．６パーセントの割合（年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日の割合とする。）を乗じて計算した金額（１００円未満の端数があるとき又は１００円未満であるときは、その端数額又はその全額を切り捨てる。）を遅延利息として支払わなければならない。
　（甲が採るべき措置）
第１８条　甲は、税・料金等の支払方法として、第８条各号に掲げるクレジットカードを利用することにより乙等に立替払いをさせる方法がある旨の広報を、継続して行うとともに、申込書等に乙の指定する加盟店標識を表示するものとする。
２　甲は、第１３条第１項に定める請求データ及びそれに対するその後の処理経過を、甲の責任において７年間保管し、この間において乙の請求があった場合は、速やかにこれらの記録に基づく税・料金等に係る説明書類を乙に提出するものとする。
３　甲は、乙からクレジットカードの取扱いについて疑義がある等の理由によ り資料の請求があった場合は、速やかに乙の指定する資料を提出するものとする。
４　甲は、前２項に基づいて説明書類又は資料を乙に提出する場合において、 原本以外を提出するときは、その内容が原本と相違ない旨を書面により証するものとする。
５　甲は、第２項及び第３項の規定により乙に提出する書類、資料等を、他の 者に譲渡してはならない。
　（乙が行う広告等）
第１９条　乙は、乙の負担及び責任において企画、制作する税・料金等の立替払いに関する広告の内容について、事前に甲に通知するものとし、その実施は、乙の責任において行うものとする。
２　乙は、広告の制作にあたり、次の事項を遵守するものとする。
  (1)　税・料金等を支払う者の判断に錯誤を与えるおそれのある表示をしない こと
  (2)　以下の事項について表示すること
　　イ　甲が徴収する税・料金等である旨
　　ロ　乙が立替払いをした後は、当該税・料金等と同額の債権を回収する権 利は、甲ではなく乙が有することとなる旨
　　ハ　その他甲が必要と認める事項
３　乙は、広告の制作に伴い、申込書を作成・頒布する場合は、その内容について事前に甲に通知し、かつ、承諾を得なければならない。
　（通信の安全化措置）
第２０条　甲及び乙は、税・料金等の立替払いに関する通信をするときは、カード番号、カード有効期限等のクレジットカードに関する情報について、所定 の安全化措置を講じるものとする。
　（個人情報の保護等） 
第２１条　甲及び乙は、この契約により生ずる義務の履行に当たっては、情報の取扱いには最大限の注意を払い、この契約の履行に際し知り得た相手方の機密に関する事項、税・料金等を支払う者の個人情報に関する事項その他一切の事項を第三者に漏らしてはならない。
２　前項の規定は、契約期間中のみならず、契約準備期間中及び契約終了後に おいても同様とする。
３　甲及び乙は、この契約により生ずる義務の履行に際し知り得る一切の情報 を、目的外に利用又は提供し、みだりに複写又は複製等をしてはならない。
４　甲及び乙は、個人情報の管理、保管及び搬送にあたっては、紛失、き損、盗難又は漏えいが起こらないように、厳正かつ厳重に行わなければならない。

５　甲及び乙は、この契約により生ずる義務の履行過程で発生したすべての資 料のうち、不要となったものを消去・廃棄しようとする場合は、情報の漏えいが起こらないように、裁断、焼却、溶解、消磁等の手段によって処分しな ければならない。
６　甲及び乙は、この契約に基づいて行う業務の処理を第三者に委託すること により、当該第三者がこの契約により生ずる義務の履行に際し知り得た情報に接することになるときは、当該第三者に対して、第１項から第５項までの義務を課するものとし、当該義務に関する責任は、当該委託を行った者に帰するものとする。
　（加盟店に関する情報の収集、登録、利用等） 
第２２条　甲は、乙が他のカード会社、金融機関又は乙が加盟する信用情報機関から、甲に関する情報を入手できることにあらかじめ同意するものとする。 

２　甲は、この契約により発生した客観的な事実に基づく信用情報を、カード 会社、金融機関又は乙が加盟する信用情報機関に登録され、これらの者が自己の取引上の判断のため、当該情報を利用することにあらかじめ同意するものとする。
３　前２項に関する詳細事項については、甲乙協議の上別に定めるものとする。

　（通知義務）
第２３条　甲は、乙に対して次の事項を通知するものとし、その変更においても同様とする。
　(1)　甲の名称
　(2)　甲の所在地
  (3)　甲が指定する金融機関口座
２　乙は、甲に対して次の事項を甲所定の方法により通知するものとし、その 変更においても同様とする。
　(1)　乙の名称及び代表者の氏名
　(2)　乙の所在地 
　(3)　その他甲が必要と認める事項
３　甲及び乙は、前２項により相手方に通知した内容に変更が生じたときは、 遅滞なく相手方に変更内容を通知するものとする。
４　甲及び乙は、前項の通知がないため、相手方からの請求、通知、報告、申 出、承諾又は解除が延着又は不到達となったときであっても、通常到着すべきときに到着したものとみなすものとし、通知を怠った相手方は、これに異議を述べないものとする。
　（報告義務）
第２４条　甲及び乙は、この契約により生ずる義務の履行に当たって事故が発生したときは、直ちに相手方に連絡し、問題解決に向けて速やかに協議を開始するものとする。この場合においては、第１条第５項の規定にかかわらず、書面によらないことができるものとする。
　（補 償）
第２５条 甲又は乙は、この契約に基づいて行う業務に係る相手方の行為又は不 作為に起因して、第三者から訴えその他の請求を受けた場合は、これにより被る損失、損害その他の費用を相手方に補償させることができるものとする。

　（契約の解除）
第２６条　甲又は乙は、相手方がこの契約により生ずる義務を履行しないとき、 又は履行する見込みがないと認めたとき、若しくは契約書等に定める規定に違反し、当該違反の是正に関する催告を相手方が受領した後相当期間を定めて催告したにもかかわらずこれを是正しないときは、この契約を解除することができる。
２　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当したときは、この契約を解除することができる。ただし、第１号又は第２号に該当するものとして解除する場合にあっては、甲は乙に対し、解除の効果が発生する日の２週間前までに催告を行うものとする。
　(1)　他の地方公共団体との立替払いに関する契約に違反したとき
　(2)　地方自治法第２３１条の２第６項に定める歳入の納付に関する事務を適切かつ確実に遂行することができる者と認められないと甲が判断したとき
　(3)　支払停止又は支払不能となったとき
　(4)　差押え、仮差押え若しくは仮処分があったとき、又は競売の申立てがあ ったとき
　(5)　破産手続開始、会社更生手続開始又は民事再生手続開始の申立てがあっ たとき
３　甲又は乙は、この契約により生ずる義務を履行することが困難となったと きは、双方協議の上契約を解除することができる。
４　乙は、第１項又は第２項の規定によりこの契約を解除された場合において、 甲に対し振込が完了していない立替払金があるときは、これを直ちに振り込まなければならない。
５　甲は、第１項又は第２項の規定によりこの契約を解除された場合において、 乙に対し支払が完了していない加盟店手数料があるときは、これを直ちに支払わなければならない。
６　甲又は乙は、第１項又は第２項の規定によりこの契約を解除した場合にお いて、相手方に生じた損失があっても、これを一切補償しないものとする。
７　甲又は乙は、この契約を解除するときは、事前に書面をもって通知しなけ ればならない。
　（契約期間） 
第２７条 この契約の期間は、契約締結の日から平成２１年３月３１日までとする。
２　契約の期間満了３箇月前までに、甲又は乙のいずれからも書面による契約 終了の意思表示のないときは、更に一年間契約を継続するものとし、その後においても同様とする。この場合において、税・料金等の立替払いに係る甲の更新年度の予算が成立し、その効力が発生した時に、この契約の更新は効力を生ずるものとする。
　（契約終了時の処理）
第２８条　この契約が終了したときは、乙は、契約終了の日までに甲から送付された請求データに係る税・料金等の立替払いを行うものとし、甲は、それに係る加盟店手数料を支払うものとする。
２　甲は、この契約が終了したときは、直ちに自己の負担において、第１８条第１項の広報及び加盟店標識の表示を取り止めるものとする。 
　（相 殺） 
第２９条　甲は、乙に対し金銭債権（立替払いをすべき税・料金等を除く。）を有するときは、乙が甲に対して有する手数料請求権その他の債権と相殺し、なお不足があるときは、これを追徴する。

　（協議）
第３０条　契約書等の解釈について疑義を生じたとき又は契約書等に定めのない事項については、甲乙協議の上定めるものとする。
